
- 1 - 

総 行 選 第 ７ ０ 号 

令和７年６月２７日 

 

各 都 道 府 県 知 事  

各都道府県選挙管理委員会委員長 

各 指 定 都 市 市 長  

各指定都市選挙管理委員会委員長 

 

 

総 務 大 臣 

 

 

公職選挙法施行令の一部を改正する政令等の施行について（通知） 

 

公職選挙法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第 227 号。以下「改正令」

という。）が、本日公布されました。 

今回の公職選挙法施行令（昭和 25 年政令第 89 号）の改正は、与野党により設けら

れた「選挙運動に関する各党協議会」からの要請を受け、選挙運動に従事する者及び

選挙運動のために使用する労務者に対し支給することができる報酬及び実費弁償の額

の基準について、物価変動等を考慮して引き上げを行う等所要の措置を講ずるもので

あり、改正令は、公布の日の翌日（令和７年６月 28日）から施行することとされてい

ます。 

また、改正令の施行に伴い、参議院比例代表選出議員選挙執行規程の一部を改正す

る件（令和７年中央選挙管理会告示第 10 号。以下「改正規程」という。）が本日公布

されました。改正規程についても、改正令の施行の日（令和７年６月 28日）から施行

することとされています。 

貴職におかれましては、今回の施行に係る改正令及び改正規程の内容を十分御理解

いただくとともに、改正令による改正後の公職選挙法施行令（以下「新令」という。）

及び改正規程による改正後の参議院比例代表選出議員選挙執行規程（昭和 58年中央選

挙管理会告示第３号）（以下「新規程」という。）の運用に遺漏のないよう、下記事項に

御留意ください。また、各都道府県知事及び各都道府県選挙管理委員会委員長におか

れましては、貴都道府県内の指定都市を除く市区町村長及び市区町村の選挙管理委員

会に対しても、格別の御配慮をお願いします。特に、選挙運動に従事する者及び選挙

運動のために使用する労務者に対し支給することができる報酬及び実費弁償の額につ

いては、新令で定める基準に従い、各選挙管理委員会が規程等をもって定める必要が

ありますので、御留意いただくようお願いします。 

また、本件通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

殿 
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記 

 

第１ 公職選挙法施行令の一部改正 

１ 選挙運動に従事する者一人に対し支給することができる実費弁償の額の基準 

選挙運動に従事する者一人に対し支給することができる実費弁償の額の基準に

ついて、以下のとおりとするものとされたこと。 

・ 宿泊料（食事料二食分を含む。） 一夜につき 23,000円 

・ 弁当料 一食につき 1,500円、一日につき 4,500円 

・ 茶菓料 一日につき 1,000円 

また、航空賃について、実費弁償の費目として明記するものとされたこと。

（新令第 129条第１項第１号関係） 

 

２ 選挙運動のために使用する労務者一人に対し支給することができる実費弁償の

額の基準 

選挙運動のために使用する労務者一人に対し支給することができる実費弁償の

額の基準について、宿泊料（食事料を除く。）は、一夜につき 20,000円とするも

のとされたこと。 

また、航空賃について、実費弁償の費目として明記するものとされたこと。

（新令第 129条第１項第３号関係） 

 

３ 選挙運動に従事する者に対し支給することができる報酬の額の基準 

  選挙運動に従事する者のうち、選挙運動のために使用する事務員（以下「事務

員」という。）、専ら公職選挙法（昭和 25年法律第 100号。以下「法」という。）

第 141条第１項の規定により選挙運動のために使用される自動車又は船舶の上に

おける選挙運動のために使用する者（以下「車上等運動員」という。）、専ら手話

通訳のために使用する者（以下「手話通訳者」という。）及び専ら法第 142条の

３第１項の規定によるウェブサイト等を利用する方法による選挙運動のために使

用する文書図画の頒布又は法第 143条第１項の規定による選挙運動のために使用

する文書図画の掲示のために口述を要約して文書図画に表示することのために使

用する者（以下「要約筆記者」という。）に対し一人一日につき支給することが

できる法第 197条の２第２項に規定する報酬の額についての政令で定める基準並

びに同条第３項及び第４項に規定する報酬について政令で定める額は、以下のと

おりとするものとされたこと。（新令第 129条第４項及び第５項（同条第６項に

おいて準用する場合を含む。）関係） 

・ 事務員 15,000円 

・ 車上等運動員、手話通訳者及び要約筆記者 20,000円 
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第２ 参議院比例代表選出議員選挙執行規程の一部改正 

 第１により改正された報酬及び実費弁償の額の基準に従い、参議院比例代表選出

議員の選挙について、報酬及び実費弁償の最高額を、新令で定める基準額と同額と

するものとされたこと。 

また、航空賃について、実費弁償の費目として明記するものとされたこと。（新

規程第 18条関係） 

 

第３ 施行期日等 

１ 改正令及び改正規程は、改正令の公布の日の翌日から施行するものとされたこ

と。（改正令附則第１項及び改正規程附則第１項関係） 

 

２ 改正令及び改正規程の規定は、改正令の施行の日以後初めてその期日を公示さ

れる参議院議員の通常選挙の公示の日（以下「公示日」という。）以後にその期

日を公示され又は告示される選挙について適用し、公示日の前日までにその期日

を公示され又は告示された選挙については、なお従前の例によるものとされたこ

と。（改正令附則第２項及び改正規程附則第２項関係） 

 

以上 


